
第７次エネルギー基本計画

（スマートエネルギーマネジメントの社会実装）について

2025年3月25日

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギーシステム課



出所：第71回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会（2024年11月28日）資料１
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（参考）第７次エネルギー基本計画 本文
Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性

３．脱炭素電源の拡大と系統整備

（１）～（４）（略）

（５）次世代電力ネットワークの構築

①・②（略）

③系統・需給運用の高度化

（ア）（略）

（イ） 蓄電池・ディマンドリスポンス（ＤＲ）の活用促進

電力システムの柔軟性を供出するにあたり、蓄電池は、再生可能エネルギー等で発電された電力を蓄電し、夕方の需要ピーク時などに電力
供給できるほか、迅速な応答性を有する調整電源として、ＤＲは需給バランスを確保するための需要側へのアプローチ手段として重要である。
２０２１年度から補助金による系統用蓄電池の導入支援を行い、２０２３年度に開始した長期脱炭素電源オークションにおいても応札対象と
し導入促進を図っている。また、各電力市場で取引可能となる等、環境整備が整いつつあり、系統用蓄電池の接続検討受付件数は増加してい
る。一方、価格競争に陥り安全性や持続可能性が損なわれる懸念や系統接続の長期化、各電力市場での収益性評価が不十分である等の課題も
顕在化している。このため、支援措置における事業規律を確保するための要件等の検討や収益性の評価等を通じ、安全性や持続可能性が確保
された蓄電池の導入を図ること等が必要である。

蓄電池やヒートポンプ給湯機、コージェネレーション等の分散型エネルギーリソース（ＤＥＲ）の普及等に伴い、これらを活用したＤＲも
進展している。今後、製造事業者等に対して目標年度までにＤＲｒｅａｄｙ機能を具備した製品の導入を求める仕組みの導入、スマートメー
ターのＩоＴルートを利用したＤＲ実証、蓄電・蓄熱等を活用した電力貯蔵システムやコージェネレーション、負荷設備、蓄熱槽等のＤＥＲ
を活用したアグリゲーションビジネスの促進等を行い、ＤＲの更なる普及を図ることが必要である。また、ＤＥＲの活用にあたっては、地産
地消による効率的なエネルギー利用や災害時のレジリエンス強化等にも資する地域マイクログリッドが重要である。今後は、一部の地域で見
込まれる系統混雑の緩和等に向けて、技術的な実現可能性を追求していく。

出所：第7次エネルギー基本計画（令和7年2月） 3



出所：第46回 省エネ小委（2024年9月3日）事務局資料
DRの位置付けと課題
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特定卸供給事業者（アグリゲーター）の状況

• 2022年4月より開始した特定卸供給事業の届出を行った事業者は98社（2025年1月20日時点）。年々増加している。

• 電力自由化以前に電気事業を営んでいなかった、メーカー・通信・商社・石油・ガス等、多様な業種からの参入が見

られる。また、電気事業の中でアグリゲートを主とする事業者も現れている。
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※電気事業法等の一部を改正する法律の附則の規定に基づき仮特定卸供給事業者に該当するとされる事業者

特定卸供給事業者数（事業開始日ベースの累計）

※2022年4月の制度開始前から特定卸供給に該当する事業を営んでいた事業者数

出所：資源エネルギー庁HP「特定卸供給事業届出事業者一覧」を元に作成
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DRの活用状況

• 容量市場において、ディマンドリスポンス（DR）を含む発動指令電源は640万kW（2028年度向けメ

インオークション）が落札されている（一般送配電事業者による調整力公募（電源I’）において、DRの

落札は252.2万kW（2023年度向け、全体の7割弱）に上っている）。

出所）2023年4月25日 制度設計専門会合 資料6 より資源エネルギー庁作成

＜2023年度向け電源Ⅰ’調整力公募結果＞

＜DR活用量の推移＞
万kW

＜容量市場・発動指令電源※約定結果＞

※発動指令電源の内数としてDRが含まれる

2023年度向け

DR落札量（全体落札量）単位：kW 252.2万（384.4万）

DR平均落札価格（全体平均落札価格）単位：円/kW 4,344（4,296）

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

発動指令電源※の約定量
（容量市場全体の約定量) 単位：

kW

415万
（1億6,769万）

566万
（1億6,534万）

590万
(1億6,271万)

600万
(1億6,745万)

640万
(1億6,621万)

約定価格
単位：円/kW

14,137
（全国統一価格）

北海道
九州 5,242

北海道 8,749 北海道 13,287
北海道
東北
東京

14,812東北 5,833 東北 9,044

その他 3,495

東京 5,834 東京 9,555

九州 8,748 中部 7,823 中部 10,280

その他 5,832
九州 11,457 九州 13,177

その他 7,638 その他 8,785

出所）電力広域的運営推進機関公表資料より資源エネルギー庁作成
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DRの活用状況（経済DR）

出所：第52回系統ワーキンググループ（2024年9月18日）資料１ 出所：【上図】中国電力HP（2025年3月5日時点）https://www.energia-support.com/point/timeservice.html
【下図】九州電力HP（2025年3月5日時点）https://customer.kyuden.co.jp/ja/electricity/home-plan/ohisama.html
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機器のDRready制度の方向性

出所：第46回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 事務局資料
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ヒートポンプ給湯機のDRready要件

出所：第4回 DRready勉強会 資料4
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出所：第4回 DRready勉強会 資料4



11出所：第4回 DRready勉強会 資料4
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出所：第4回 DRready勉強会 資料4
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（参考）ヒートポンプ給湯機のDRreadyのスケジュール

出所：第4回 DRready勉強会 資料4
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スマートメーターのＩоＴルートを利用したＤＲ実証

• 一般送配電事業者は特定計量制度に基づく特例計量器のデータ活用に向け、IoTルートを構築。

• IoTルートは、上り情報のみならず、下り情報も伝送可能であることから、IoTルートを活用

し、下り情報の伝送（機器制御）の可否を検証する。

SM通信NW

電力SM

特例計量器

IoTルート

無線端末

HES/
MDMS

公開サーバ 外部サーバ
（小売電気事業者）

一送(電力SMシステム、託送システム)

託送システム等

分散電源

接続サーバ 外部サーバ
（小売電気事業者・
アグリゲータ等）

無線端末

分散電源 制御／応答情報(下り／上り情報)

特例計量器 計量データ等(上り情報)

・ 制御信号の検討
・ 多様なアグリゲーターが接続できるシステムの構築
・ リソースや系統ノードの情報を管理するシステムの構築

・ スマートメーターのIoTルートの空
き帯域における通信回線の検証

・ 各種機器がセキュリティを担保した上で、
接続、制御可能かの検証

・ 複数リソース制御の検証
・ 無線端末の要件定義、試作

主な検証項目



再エネ導入拡大のためのフレキシビリティ確保に向けた分散型エネルギーリソース導
入支援等事業
令和６年度補正予算額 127億円

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

再生可能エネルギーの更なる導入拡大を進めるために、フレキシビリティ確保

に向けた分散型エネルギーリソースの導入に関する支援や実証事業等を行う。

これらを通じ、2050年カーボンニュートラルの実現に向け再生可能エネル

ギーの導入の加速化等を図ることを目的とする。

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部制度審議室

資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力産業・市場室

成果目標

これらの事業を通じ、第６次エネルギー基本計画で設定された2030年まで

の再生可能エネルギー電源構成比率36～38％の達成を目指す。

事業概要

（１）DRに対応したリソース導入拡大支援事業

DRに活用できる需要側リソースの導入に係る費用を補助する。

① DRに活用可能な家庭・業務産業用蓄電システム導入支援

② DRの拡大に向けたIoT化推進支援

（２）スマートメーターを活用したエネルギーマネジメント等支援事業

各需要場所に整備が進んでいるスマートメーターを活用したエネルギーマネジ

メント等の推進に係る費用を補助する。

① スマートメーターを活用したDR実証

② 電力データ活用支援

（３）広域的な需給調整に資する大規模系統整備に係る調査等支援事業

広域的な需給調整に資する大規模な広域系統整備である海底直流送電

の整備計画作成に向けた調査検討に係る費用を補助する。

（４）再生可能エネルギー電源併設型蓄電地導入支援事業

需給バランスに応じた再エネ電力の供給を推進するため、再エネ導入を希望

する需要家に対し、電源併設型蓄電地の導入に係る費用を補助する。

補助(定額) 補助（定額、1/2以内、1/3以内）

国 民間企業等 民間企業等

（１）（２）（４）

（３）

補助(1/3)

国 民間企業等

15



16

まとめ

A）事業者の育成・拡大

B）市場等での活用

C）機器のDRready
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